











1994年, X線天文衛星 ROSATによって軟 X線放射に関して全天方向での観測が行われ
た. その際に, 背景放射と考えられる領域から, 強度が数日間の周期で変動する軟 X線放射
が観測された. また, 1996年には百武彗星から軟 X線放射が観測され, この百武彗星を皮切
りに様々な彗星からも軟 X線放射が次々と発見された. 今日では, これらの軟 X線放射は太
陽風に含まれる多価イオンと彗星に含まれる中性ガスとの衝突による電荷交換反応と相関し





N および O の水素様多価イオンを 14.25 GHz 電子サイクロトロン共鳴型イオン源で生成
し, 10 - 15 kVの電位差でイオンを引き出し, 磁場を用いて価数選別を行った. その後, 衝突
セルに導入した中性ガス Heと衝突させ, 宇宙空間での電荷交換反応を再現した. 太陽風の
速度は 0.2 - 4.2 keV/uであるが, 低速イオンビームを高強度で生成することは困難なため,




中心原子軌道緊密結合法 (Two-Center Atomic Orbital Close Coupling 法, TC-AOCC 法)
による理論計算値, スケーリング則, 及び他の報告値と比較した. N6+-Heおよび O7+-He系
の電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積について共に, TC-AOCC計算による値や他の
実験報告値と良く一致した. 一方, 二電子移行断面積は実験値, 理論値共に同衝突領域での他
の報告は存在せず, 初のデータとなった. しかし, 多電子捕獲過程における半経験的スケーリ
ング則とは大きく外れた断面積となった. これはこの半経験的スケーリング則が移行電離過
程を含んでいることや, 15  q  40 の多価イオンの断面積を主に参考としたことが原因と
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Xq+ + Y  !
8>><>>:
X(q r)+ + Y r+ : 電荷移行反応
Xq+ + Y r+ + re  : 標的のイオン化
X(q+r)+ + Y + re  : 入射イオンのイオン化































(5) ECRIS (Electron Cycrotron Resonance Ion Source)
(6) EBIS (Electron Beam Ion Source), EBIT(Electron Beam Ion Trap)
(1)放電型は最も簡単な原理である為に古くから利用されてきたイオン源である. 不安定
で多電子を剥ぎ取ることは難しく，比較的低価数のイオンしか生成出来ないが，最近では改



















4 第 1章 序論
電子電離断面積は, Lotz et al.による半経験的な理論で与えられる 1電子電離断面積に比べ
圧倒的に小さいので，例え多重電離に必要なエネルギーを注入出来たとしても 1電子ずつ電
離させた方が生成断面積が大きくなるという点が挙げられる [2]. 例えば Schram et al.によ
る中性 Ne原子の電子衝突による Neq+ の生成断面積測定によれば，直接 Ne5+ が出来る断




でも優位にあることが理解出来る. 次に，これら逐次電離を用いた ECRISと EBISについ
て簡単に述べる.
1.3.1 ECRIS (Electron Cynclotron Resonance Ion Source)
ECR型イオン源はフランス原子力庁グルノーブル核融合研究所の Geller et al.により開








1.3.2 EBIS (Electron Beam Ion Source)






トラップする EBIT (Electron Beam Ion Trap)では，重元素で裸に近い状態のイオンを生
成することも可能となっている．
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1.4 太陽風電荷交換反応 (Solar Wind Charge Exchange)
宇宙 X線背景放射は，個々の天体から放射される X線とは異なり宇宙のあらゆる方向か
らやってくる．2 keV以上のエネルギー領域ではそのほとんどが多くの暗い系外 X線天体
からの X線が重なったものと考えられていて，実際に 2-10 keVのエネルギー領域では，す
でに殆どすべてが微弱な X 線源に分離されている [8]. 一方, 1 keV以下のエネルギー領域
では銀河系外の点源の関与は少なく, 半分以上がわれわれの銀河系の円盤やハローに存在す
る高温星間物質によるものと考えられており, 銀河系外の高温銀河間物質によるものの可能
性もある. このような広がった高温ガスの存在は X 線天文学の初期段階では知られていた
が [9]，その分布や起源，物理状態についてはほとんど分かっていない [10]．1994年，ドイ
















図 1.4.2 すざく衛星による軟 X線スペクト
ル [14]
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その後, ROSAT衛星の全天探査中に見られた謎の X線増光と太陽風のフラックスについ
ての相関が示され [15], 太陽風電荷交換反応によるものであるという理解がなされた．すざ
く衛星によって得られた軟 X線のスペクトルを図 1.4.2に示す．O7+ の一電子捕獲後によ




Cygnus Loopの超新星残骸があげられる [16]．Cygnus Loopの縁の方向に関して詳細にス
ペクトルを解析していくと，熱放射やシンクロトロン放射では説明できない領域があり，こ
の領域で起こっている反応が電荷交換反応であると考えられている．とりわけ，O7+ の一
電子捕獲後による O6+ の n=3 - 5の励起状態から基底状態への遷移が，許容，禁制遷移と
もに観測されており，電荷交換反応である可能性が示されている．
　また，M82銀河方向からも電荷交換反応に由来する X線が観測されている [17]．これは,








e H+, He2+, Cq+, Oq+, Neq+...
それぞれの多価イオンの価数 q は，水素様や裸に対応する．正電荷のうち 95 %は H+，3
%程度が Heであり，それ以外がその他のイオンに相当する．地球付近での密度は 1cm3 中
に 10個程度である．速度は 2成分存在し， 遅い成分が 200 - 400 km/s，速い成分が 700 -
900 km/sである．又, 太陽風が地球へ到達する際には地磁気の影響をイオンが受けるため，
斜め 45°方向から入射している．
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1.4.2 先行研究
実験室における太陽風電荷交換反応の研究は 2000年頃から始まり，現在までに様々なグ
ループで実験が行われてきた．Greenwood ら [18] は O, Ne の水素様，裸のイオンを彗星
に含まれる H2Oや CO2 を標的分子とした系における電荷移行断面積の測定が試みられた．
その後, Ishiiら [19]が octopole ion beam guideを用いた低エネルギー領域における Cq+,
Nq+, Oq+(q = 2-6)と Heの電荷移行断面積. 又, Oak Redgeのグループ [20]では C, Oの
水素様，裸のイオンを H原子と合流ビーム法を用いて電荷移行断面積の測定を行っている．
この手法ではイオンと原子の相対速度を変えることにより，低エネルギー領域まで測定する
ことが可能となっている．又，Lawrence Livermore National Laboratoryでは EBITを用












裸及び, 水素様イオンとターゲットガスに He，H2，CH4 を用いた電荷交換断面積及び, 発













多価イオンと標的気体が衝突する際の電荷移行反応を COBM (Classical Over the Barrier
Model, 古典的オーバーバリアモデル) を用いて説明する.
2.1 ECRIS (Electron Cyclotron Resonance Ion Source)
磁場中において運動する電荷はローレンツ力によって磁力線に巻き付く様な螺旋運動を行














と表され, サイクロトロン周波数と呼ばれている. 電子の場合, m = me; q = eであるた




 2:80B  1010Hz (2.4)
となる. この電子サイクロトロン周波数に等しい周波数のマイクロ波を電子に印加する
と, 共鳴的に吸収し電子の運動エネルギーが増大する. これを ECR (Electron Cyclotron
Resonance, 電子サイクロトロン共鳴) という.
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本研究では, ECR を利用した多価イオン源である ECRIS (Electron Cyclotron Reso-




て圧倒的に大きい. このため, 電子の方が拡散し易く, 電荷分離が起きてプラズマの中性状態
が崩れるが, 同時に電子とイオンの間に互いに引き合うクーロン力が働くので, 電子の拡散
が抑えられ, 逆にイオンの拡散が加速されていく. こうしてプラズマは中性状態を保ちなが
























2.1 ECRIS (Electron Cyclotron Resonance Ion Source) 11
ミラー中央面の磁束密度を B0, 両端の強い部分 (ミラースロート) の磁束密度を Bm と
し, 中央面を通過する時の荷電粒子の速度を v0, 磁力線とのなす角度 (ピッチ角) を  とす














ので, 垂直方向の運動エネルギーが増大し, 平行方向の運動エネルギーは減少する. ミラー磁
場の最大値 Bm 以下の磁場で vk = 0となると, その点で粒子は反射され中央方向へ戻って
いく. これがミラーと呼ばれる理由である. ミラー磁場の最大値 Bm と B0 の比をミラー比









L より小さいピッチ角を有する粒子は, 最大磁場 Bm の点でも vk が 0になれないのでミ
ラーから出てしまい閉じ込められない. このような角 は速度空間で円錐をつくることから,
ロスコーンと呼ばれている.
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Aq+ +B! A(q 1)+ +B+ + h
Transfer Ionization:
Aq+ +B! A(q 2)+ +B2+ ! A(q 1)+ +B2+ + e 
True Double Electron Capture:
Aq+ +B! A(q 2)+ +B2+ ! +B2+ + h
一電子捕獲である"Single Electron Capture" は衝突エネルギーが数十～数百 keV 程度
の領域において主要な反応であり, 電荷移行断面積はほぼ一定値をとる. 電子捕獲過程が主
要となる領域では衝突する粒子の相対速度が古典的な水素原子内の電子の軌道速度である 1
au より遅いことを意味する. 1 au の速さで移動するイオンの運動エネルギーは 25 keV/u
である. 電子捕獲過程における顕著な特徴として, 電子がイオンの特定の状態に選択的に捕
獲されることが挙げられる.
二電子を捕獲する過程には二つの経路が存在する. 一つは, 二電子を捕獲した後, 一方の電子
は光を出さずにもう一方の電子にエネルギーを与えて脱励起し, エネルギーを受け取った電
子はイオン化する \Transfer Ionization" である. この反応過程は最終的に入射イオンの価
数が一つしか変わらないことから, Single Electron Captureとの区別が難しい. もう一つの
経路は, 二電子を両方とも捕獲する \True Double Electron Capture" である. この反応は,
光を放出することで脱励起をする過程である. 近年では, 測定技術の向上により, 多電子捕獲
に関する実験が様々な系によって行われており, 断面積の小さい三電子捕獲以上が実験で観
測されている. とりわけ, Recoil Ion Momentum Spectroscopy(RIMS) という実験手法で
は, 反応後の全てのイオン等を測定することで, より精密な測定が可能となった.




H. Ryufuku et al. によって裸イオンと水素様イオンという最も簡単な 1電子系について定
式化され [24], その理論を A. Barany et al. が多電子系に拡張し [25], さらに A. Niehaus
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が精密化を行った [26]. Niehausのモデルは ECBM(the Extended Classical Over-Barrier
Model)或いはMCBM(the Molecular Coulombic Barrier Model)とも呼ばれており, 現在
最も広く受け入れられている標準的なモデルである.
1電子系モデル
このモデルは基本的に原子間距離 Rだけに依存する一次元モデルである. 価数 ZA の原子
核 Aを座標原点に置き, 電子及び価数 ZB の原子核 Bの座標をそれぞれ x;R とすると, 電
子に対するポテンシャルは次式で与えられる.




Aと Bの間 (0  x  R)にはポテンシャルが極大となる位置が存在する. 三次元的に考


























電子が初め, 原子核 ZB の周りにある場合, 原子のイオン化エネルギーを IB(= ZB=2)と
すると, その電子のエネルギーは  IB に等しい. Aと Bが接近するにつれて Bに束縛され
た電子のエネルギー EB は Aのつくるクーロン場を摂動として徐々に低下するが, 鞍点の下
がり方が急である為に, ある核間距離 Rにおいて両者は一致する.


























となる. R < Rc の領域では, 電子は A と B の両方の核に共有されるので準分子状態
(quasi-molecular state)と呼ぶことが出来る. 再び Aと Bが離れると電子はどちらかの原
子核に束縛される. 電荷交換反応が起こって電子が A に捕獲されたとすると, 電子エネル
ギー EA は水素様イオンに対する公式を用いて,








EB(R) =  EA(R)  Vsp(R) (2.16)































直線軌道を仮定すると, 電荷移行断面積  は最大の n(= np)に対応する半径 Rnp の円の
幾何学的な面積と反応確率W によって求められる.
 = R2npW (2.19)
Ryufuku et al. は W = 12 と近似しているが, 多価イオン衝突 (ZA  ZB) の場合には
W  1と考えることが出来る. ここまでの議論で分かるように, このモデルには衝突速度に
依存する部分が全く存在しない. 電荷移行断面積は衝突速度 v=1 au以下ではほぼ一定の値
をとり, それ以上の高速度領域では徐々に減少することが知られているが, COBMによる断
面積はこの一定値に相当すると考えることが出来る.




Initial state : R >> 0
Aq+ - B
Final state : R >> 0
A(q-1)+ - B+
Critical distance :  EB = Vsp
R =




Rc = I t
1 + 2 q
E B = - I t - R
q
Stark shift :
図 2.2.1 COBMにおける 1電子捕獲過程
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多電子系モデル
衝突前の中性原子において, 外側から数えて t番目の電子に対して (t+1)番以上の電子は
核の電荷を最大限遮蔽し, 外側に存在する (t   1)番以下の電子は全く遮蔽には寄与しない
とすると, 有効核電荷は +tに等しいと考えられる. このような扱い方をすれば, +q 価の多
価イオンの有効核電荷は外殻に電子が捕獲された場合にも +q のままである. 有効核電荷に
対するこのような考え方が, Barany et al.のモデルと Niehaus のモデルの大きな相違点で
ある.
衝突の前半 (way in)では, t番目の電子にとってのポテンシャル鞍点の位置 xinsp(R) と高さ









R = tR (2.20)













































式 (2.22)から分かるように, 衝突の前半では tの小さな順番に大きな核間距離で準分子状
態に移行していく. Barany et al.のモデルでは準分子軌道に入った電子は必ず多価イオン
に捕獲されると考えるが, Niehausのモデルでは次に述べる衝突の後半 (way out)における
標的原子への再捕獲 (re-capture)過程も考慮する.
衝突の後半では核間距離が徐々に大きくなり, tの大きな順番に準分子軌道から原子軌道へ
戻っていく. t番目の電子に対するポテンシャル障壁の高さは (t+ 1); :::; N の (N   t)個の
電子の内, 入射イオンに捕獲された電子の数 ri に依存する. 即ち, 入射イオンと標的原子の









R = tR (2.24)








=  q   rt
2tR
(2.25)
18 第 2章 原理
ポテンシャル障壁の高さが Eint に一致する位置で, t番目の電子が入射イオンに捕獲され



























となる. Rint で準分子軌道に入った電子が Routt;rt でどちらかの原子に束縛されるので, そ
の瞬間における相手イオンによる Starkシフトを考慮すると, 核間距離が無限大になった時
のエネルギーは次式で与えられる.





=  A(t; rt) (2.28)





=  B(t; rt) (2.29)
これらのエネルギー EA; EB は負の値をとり, 符号を正とした A; B が束縛エネルギーで
ある. それぞれの束縛エネルギーに対応する主量子数は, 次のように求める. 多価イオンで
ある Aについては (q   rt)価の水素様イオンと考えて,
nA  q   rtp
2A(t; rt)
(2.30)
としても悪くないとされている. 一方, 標的原子 Bについては量子欠損 dを用いて一電子
原子近似からのずれを補正する必要がある.











Niehausのモデルに従って t = 1; rt = 0に対する nA, 即ち q 価の多価イオンに t = 1の
電子だけが捕獲される時に最も移行し易い原子軌道の主量子数 n1 は次式のようになる.










) 12 q (2.33)
ここで It は原子単位で表した標的原子の第一イオン化エネルギーである. 水素様原子が
It = Z
2
B=2であることを考慮すると, この式は Ryufuku et alのモデルにおける結果と完全
に一致している. 又, t  2 に対しても rt = 0 の場合は \t より外側の原子は多価イオンの
+q価の電荷を遮蔽しない”, \tの電子に対する標的原子の有効電荷は +tである”と考える
Niehausのモデルでは, Rint = Routt;rt=0 となり, 最も移行し易い主量子数 nt は次式で与えら
れる.











但し, It は標的原子の t番目のイオン化エネルギーである. 2電子以上が移行する場合に
は rt  0となるが, nt に対応する式は次式で与えられる.
nt  nA(t; rt) =
24 (t+ 2pqt)
n
q + t+ 2
p
(q   rt)(t+ rt)
o








(q   rt) (2.35)
この式は rt = 0とすると式 (2.34)と一致し, 更に t = 1とすると式 (2.33)とも一致する
ことが分かる.
二電子移行過程入射イオンの二電子移行後の状態は, 捕獲電子が 2 つとも等しい主量子
数に捕獲されている状態 (symmetric state) と, 異なった主量子数に捕獲されている状態
(asymmetric state) がある. symmetric state は Auger過程によって脱励起 (TI)しやすく,
asymmetric state は光放出によって脱励起 (TDC)しやすい. 前者は逐次的に一電子ずつ移
行する過程によって生じやすいが, 後者の生成にはいくつかの生成過程が考えられる.
1. Correlated Transfer Excitation (CTE) ・・・逐次的に電子が移行する際に, 後から
捕獲される電子が先に捕獲された電子に相関を及ぼし, 二つ目の電子を捕獲すると同
時に一つ目の電子に励起が起こる過程
2. Correlated Double Capture (CDC) ・・・ 二電子が互いに相関しながら同時に二電
子を捕獲する過程
3. Auto Transfer to Rydberg states (ATR) ・・・ 衝突後, ある核間距離において縮退
している symmetric state と asymmetric state が離れた際に縮退が解け, 配置間相
互作用で混合していた asymmetric stateが生成される過程
20 第 2章 原理
2.2.2 Two-Centre Atomic Orbital Close-Coupling Method, TC-AOCC法




H   i @
@t

	 = 0 (2.36)
H =  1
2


















i (~r; t) (2.39)
となる. Aと Bは振幅 ai(t)と bj(t)に関する 1次結合方程式は,
i( _A+ S _B) = HA+KB (2.40)
i( _B + Sy _A) = KA+ HB (2.41)
となる. A と B は振幅 ai(t) と bj(t) のベクトル, S は overlap matrix, H は direct
coupling matrix, K は exchange matrix といわれる行列である. 上記の方程式は初期条件






b は Impact Parameter である. AOCC 法では電荷交換反応時に生成される準分子状態
を仮定していない. 準分子状態まで含めた理論計算にはMolecular Orbital Close Coupling
Method(MOCC法)がある. AOCC法では衝突エネルギーが 1 keV以上の領域で実験結果








本研究室では多価イオン生成に首都大学東京 (Tokyo Metropolitan University, 旧・東京
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磁場強度 ～ 1.0 T（表面）
マイクロ波 波長 14.25 GHz
最大出力 500 W （初期 : 1.5 kW）
最大引き出し電圧 20 kV
圧力 非実験時 ～ 5 10 7 Pa




多価 C, N, Oイオン生成
本研究で使用した C, N, Oの水素様多価イオンはそれぞれ，C2H4, N2, O2ガスを ECRIS
のガス導入系よりイオン源内部へ供給することで生成した。典型的な多価イオンビーム強度

















N5+ N4+ N3+ N2+ N+ 
C2H4 
Eex     =10.00 kV 
Eex1  =-3.50 kV 
Eex2  =1.38 kV 
Eex3  =1.00 kV 










R=1    DO 


































= QV B (3.1)



























ある．ビームライン全体の圧力は 10 7   10 6 Paに保たれている．













ここで，I はビーム強度， は電荷移行断面積，n は標的気体の数密度である．これを
0  x  lの領域で解くと，
I = I0exp( nl) (3.5)
1回衝突条件 nl1が成立していれば，










Aq+　! A(q 1)+; A(q 2)+; :::となる過程の断面積である.
















I0 = qFq + (q   1)Fq 1 + (q   2)Fq 2 +・・・=
q 1X
j=0
(q   j)Fq j (3.11)
: 衝突後イオン電流
Iq = qFq　：偏向後　第一ピーク (3.12)
Iq 1 = (q   1)Fq 1　：偏向後　第二ピーク (3.13)










標的気体数密度を n，衝突セルの長さを lとすると，一電子移行断面積 SC は次式で求め
られる.
28 第 3章 実験






























図 3.3.2 衝突セル及び, 周辺レンズ系





800 km/s)まで減速することが可能であり，本研究ではイオンビームの速度が 800 km/s付
近に対応する衝突エネルギーで実験を行った．衝突セルの下方から出ているパイプの一方か





表 3.2 衝突セル部及び, レンズ系の各種名称と中心径
番号 名称 径
1 ， 2 コリメータ 2
3 ， 4 レンズ 6
5 衝突セル 入口 3，出口 4
6 ガス導入 1/4インチパイプ
7 ガス圧測定 1/4インチパイプ









る. 静電型イオン分析器の概略を図 3.3.3及び, 図 3.3.4に, 詳細な部品図を付録 Aに記載す
る. また, 偏向によって実際に得られたスペクトルを図 3.3.5，図 3.3.6に SIMION 8.0によ
るシミュレーションの様子を示す．
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図 3.3.3 静電型イオン分析器の概略図 (上)
図 3.3.4 静電型イオン分析器の概略図 (横)
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ΔV / kV ΔV / kV
PHe = 2.0 ×10-2 Pa
O4+
図 3.3.5 O6+(90.0 keV)-He衝突時の偏向によるスペクトル (右拡大)







ムの法則に従って, 1 nAのイオン電流は 1 mVの直流電圧に対応する. 使用したデジタルマ
ルチメータは IWATSU製の VOAC7521Aである. この製品では, 0.001 mVまで表示が可
能なので, 0.001 nA程度のイオン電流の測定が可能である. 実験前にはイオン電流がない状
態の直流電圧値も測定し, オフセットとして用いた.
3.3.4 標的ガス圧力
本研究では, 一回衝突による一電子, 二電子移行断面積の測定が目的である. そのため, 標
的ガス圧力を一回衝突条件に調節する必要がある. 電荷交換断面積測定用の衝突セルの長さ
は, 100 mmである. 入射イオンは標的ガスに対して十分に速いため, 標的ガスは静止してい
ると仮定する. 断面積を , 標的ガス数密度を n, 標的ガス圧力を P , 温度を T , ボルツマン









となる. T = 291K, =5  10 14 cm2 と仮定すると, 平均自由行程 が衝突領域長 100
mmと等しくなる圧力 P は  8:0 10 2Paとなる. しかし, 標的ガス圧力を低くしすぎる
と, 電荷移行自体が少なくなり, デジタルマルチメータでもイオン電流が検出できなくなっ
てしまうため, 2 10 3 - 2 10 2Paの間で測定を行った. また, 圧力の均一性を保つため
測定毎に標的ガスの入れ替え, 異なる圧力で測定を行った. 圧力の絶対値測定にはキャパシ







本章では, 衝突エネルギー 4.0 - 6.5 keV/uで水素様 N, Oと標的中性ガス Heを衝突させ
た電荷交換断面積についての結果と他の実験報告値や現在の理論値との比較を示す.
4.1 電荷交換断面積
O7+-Heでは, 電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積について 2012年の石田修論 [22]
と矛盾しないことを確認できた. 二電子移行断面積については他の実験報告値がないため
比較できないが, 一電子移行断面積との比を考慮すれば妥当な断面積を得ることが出来た.
Selberg et al. [29]の多電子捕獲過程におけるスケーリング則との比較を行ったが, 大きく
外れた値となった. これは, このスケーリング則が移行電離過程を二電子移行過程に含んで
いることや, 主に 15  q  40といった高価数イオン (Xeq+ や Arq+)の断面積を参考とし
ていることから今回の衝突系では一致が得られなかったのではないかと考えられる.
N6+-Heでは, 電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積について 2012年の石田修論 [22]よ
り小さい誤差で且つ, 他の実験報告値と近接した断面積を得ることができた. 一方, 二電子
移行断面積については衝突エネルギーが上がるほど上昇するような断面積を得た. 他の実験




ては, 低衝突エネルギー領域においてのみだが Ishii et al. [19]の実験報告値が存在する. こ
れと比べると, 低エネルギー側の二点が妥当な断面積ではないかと推測される.




























Collision Energy  (keV/u)
図 4.1.1 O7+ - Heの電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積 [30][31][22]
表 4.1 O7+ - Heの電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積
衝突エネルギー / keV/u 電荷交換全断面積 /cm2 誤差 =%
6.5625 2:05 10 15 17:5
6.1250 1:94 10 15 15:2
5.6875 1:77 10 15 4:3
4.8125 1:83 10 15 8:3
衝突エネルギー / keV/u 一電子移行断面積 /cm2 　 　誤差 =%
6.5625 2:03 10 15 15:8
6.1250 1:66 10 15 6:9
5.6875 1:74 10 15 4:2


























Collision Energy / keV/u
図 4.1.2 O7+ - Heの二電子移行断面積
表 4.2 O7+-Heの二電子移行断面積
衝突エネルギー / keV/u 二電子移行断面積 /cm2 誤差 =%　
6.5625 1:30 10 17 52:6
6.1250 4:44 10 17 27:8
5.6875 2:84 10 17 10:3
4.8125 8:10 10 17 25:8




























Collision Energy / keV/u
図 4.1.3 N6+ - Heの電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積 [32][19][30][22]
表 4.3 N6+ - Heの電荷交換全断面積及び, 一電子移行断面積
衝突エネルギー / keV/u 電荷交換全断面積 /cm2 誤差 =%
6.4286 3:31 10 15 9:0
5.5714 1:26 10 15 24:0
4.7143 1:71 10 15 1:1
3.8571 1:83 10 15 7:3
衝突エネルギー / keV/u 一電子移行断面積 /cm2 　 　誤差 =%
6.4286 2:96 10 15 4:8
5.5714 1:06 10 15 25:3
4.7143 1:62 10 15 0:1




























Collision Energy / keV/u
図 4.1.4 N6+ - Heの二電子移行断面積 [19]
表 4.4 N6+-Heの二電子移行断面積
衝突エネルギー / keV/u 二電子移行断面積/cm2 誤差 =%　
6.4286 3:99 10 16 15:6
5.5714 1:85 10 16 17:7
4.7143 8:18 10 17 12:2
3.8571 3:45 10 17 32:2
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4.2 スケーリング則との比較
一電子移行断面積については多くの研究例があり, 衝突エネルギーが 1-25 keV/uの領域
では大きなエネルギー依存性がないことが知られており, 多価イオンの価数 q と中性原子・
分子のイオン化エネルギー I [eV] を引数としたかなり良い精度でのスケーリングが行われ
ている. スケーリングに関する式で最初に注目されたのがMuller-Salzbornの式 [33][34]で
ある.




この式は q 価のイオンが (q   1) 価になる全断面積であるが, 一電子捕獲 (one electron
capture) の断面積のみならず, 二電子捕獲後に電子を放出する移行電離 (Transfer Ioniza-
tion) の過程も含まれている. 断面積が入射イオンの価数に比例し, 標的のイオン化エネル
ギーに反比例するのが特徴である. Muller-Salzbornの式は実測値から経験的に求められた












さらに, Selberg et alによる多電子捕獲過程についてのスケーリング則 [29]












イオン ターゲット Muller-Salzborn[33] [34] / cm2 Kimura[35] / cm2
C5+ He (I=24.6eV) 1:36 10 15 2:15 10 15
　 H2 (I=15.4eV) 5:49 10 15 4:96 10 15
N6+ He (I=24.6eV) 1:69 10 15 2:58 10 15
　 H2 (I=15.4eV) 6:58 10 15 6:14 10 15
O7+ He (I=24.6eV) 2:02 10 15 3:01 10 15
H2 (I=15.4eV) 7:67 10 15 7:35 10 15
表 4.6 Selberg [29]多電子移行スケーリング則による電荷交換断面積 (r :移行電子数)
イオン ターゲット r = 1/ cm2 r = 2 / cm2
C5+ He (I1=24.6eV, I2=54.42eV) 1:58 10 15 6:42 10 16
H2 (I1=15.4eV, I2=31.2eV) 3:83 10 15 1:87 10 15
N6+ He (I1=24.6eV, I2=54.42eV) 1:90 10 15 7:77 10 16
H2 (I1=15.4eV, I2=31.2eV) 4:59 10 15 2:24 10 15
O7+ He (I1=24.6eV, I2=54.42eV) 2:22 10 15 9:06 10 16
H2 (I1=15.4eV, I2=31.2eV) 5:36 10 15 2:61 10 15
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図 4.2.4 N6+ - Heの二電子移行断面積とスケーリング則の比較 [29]
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4.3 誤差評価
電荷交換断面積は 1点につき 4回以上測定しているので, 平均値は重みを含めた値になっ









(n  1)Pni=1 wi (4.5)
ここで  は,
 = (xn   xn)2 (4.6)
として各衝突エネルギーの断面積と誤差を求めた. 又, 1 回の測定の系統誤差は以下の表
に示す. ガスセル長は, ガスセルの両端から標的ガスがそれぞれ 1 mmほど浸みだしている
と仮定し, 2 mmとした. ガス圧力は, バラトロンの装置精度が 1 10 4Paで, 測定時の表




温度 [T ] T  0:5 K
衝突セル長 [L ] L  2 mm
ガス圧力 [P ] P  3 10 4 Pa




入射イオン O7+, N6+ を衝突エネルギー 4.0 - 6.5 keV/u で中性ガス Heと衝突させ, 電
荷交換全断面積と一電子移行断面積, 二電子移行断面積の測定を行った. 電荷交換全断面積
及び, 一電子移行断面積は O7+, N6+ の両者において, TC-AOCC法による理論値や他の報




主に 15  q  43といった高価数イオンの断面積値を参考としていることなどから, 今回の
太陽風多価イオンにおける断面積とは一致しなかったのではないかと推測できる. N6+ の二
電子移行断面積については, 衝突エネルギー依存性のような構造がみられた. しかし, 一般的


















































50 付録 A 静電型イオン分析器 - 部品図
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52 付録 A 静電型イオン分析器 - 部品図
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本研究室に配属されてから修士における 2年間, 本研究を進めるにあたって, 多くの方に






る論文がより多く世に出ることを願っています. また, 提出書類や Posterの修正等で夜遅く






がとうございます. 私が実験している際に, 古川さんが卒研希望の学生に向けて ECRの説
明をしていることを聞き, 説明能力の重要さを感じたことを覚えています. また, 核物理の視














生の皆様のおかげだと思っています. 特に, 同期である小林, 山崎は, 就活や修論発表など
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